
 

さいたま市第１号事業に要する費用の額の算定に関する基準の一部を改正する

告示 

さいたま市第１号事業に要する費用の額の算定に関する基準（平成２９年さいたま

市告示第１２９号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表２ ［略］ 別表２ ［略］ 

１ ［略］ １ ［略］ 

 ⑴～⑹ ［略］  ⑴～⑹ ［略］ 

 ⑺ 介護職員等処遇改善加算  ⑺ 介護職員処遇改善加算 

  注１ 単位数表１訪問介護費チ介護職員等処遇

改善加算注１に規定する別に厚生労働大臣

が定める基準を準用し、当該基準に適合す

る介護職員等の賃金の改善等を実施してい

るものとして、市長に届け出た介護予防訪

問介護サービス事業所が、利用者に対し、

介護予防訪問介護サービスを行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。なお、当該加算は、支

給限度額管理の対象外の算定項目とする。 

  注 単位数表１訪問介護費チ介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た介護予防訪問介護サービス

事業所が、利用者に対し、介護予防訪問介護

サービスを行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、令和６年５月３１日までの間、

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。なお、当該加算は、支給

限度額管理の対象外の算定項目とする。 

   ア 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） ⑴から

⑹までにより算定した単位数の１０００分

の２４５に相当する単位数 

   ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ⑴から⑹

までにより算定した単位数の１０００分の

１３７に相当する単位数 

   イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） ⑴から

⑹までにより算定した単位数の１０００分

の２２４に相当する単位数 

   イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ⑴から⑹

までにより算定した単位数の１０００分の

１００に相当する単位数 

   ウ 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） ⑴から

⑹までにより算定した単位数の１０００分

の１８２に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ⑴から⑹

までにより算定した単位数の１０００分の

５５に相当する単位数 

   エ 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） ⑴から

⑹までにより算定した単位数の１０００分

の１４５に相当する単位数 

 

  注２ 令和７年３月３１日までの間、単位数表

１訪問介護費チ介護職員等処遇改善加算注

２に規定する別に厚生労働大臣が定める基

準を準用し、当該基準に適合する介護職員

（新設） 



 

等の賃金の改善等を実施しているものとし

て、市長に届け出た介護予防訪問介護サー

ビス事業所（注１の加算を算定しているも

のを除く。）が、利用者に対し、介護予防

訪問介護サービスを行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲

げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。なお、当該加算は、支給限度額管

理の対象外の算定項目とする。 

   ア 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の２２１に相当する単位数 

 

   イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の２０８に相当する単位数 

 

   ウ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の２００に相当する単位数 

 

   エ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の１８７に相当する単位数 

 

   オ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の１８４に相当する単位数 

 

   カ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の１６３に相当する単位数 

 

   キ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の１６３に相当する単位数 

 

   ク 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の１５８に相当する単位数 

 

   ケ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の１４２に相当する単位数 

 

   コ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の１３９に相当する単位数 

 

   サ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の１２１に相当する単位数 

 

   シ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の１１８に相当する単位数 

 

   ス 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

００分の１００に相当する単位数 

 

   セ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４） 

⑴から⑹までにより算定した単位数の１０

 



 

００分の７６に相当する単位数 

（削る）  ⑻ 介護職員等特定処遇改善加算 

   注１ 単位数表１訪問介護費リ介護職員等特定

処遇改善加算注に規定する別に厚生労働大

臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして市長に届け出た介護予

防訪問介護サービス事業所が、利用者に対

し、介護予防訪問介護サービスを行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。なお、当該加算は、

支給限度額管理の対象外の算定項目とす

る。 

    ア 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） ⑴

から⑹までにより算定した単位数の１００

０分の６３に相当する単位数 

    イ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） ⑴

から⑹までにより算定した単位数の１００

０分の４２に相当する単位数 

   注２ 算定にあたっては、介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定

していることを要件とする。また、アの算

定に当たっては、対象事業所が、併設の指

定訪問介護事業所において特定事業所加算

（Ⅰ）または（Ⅱ）を算定していることを

要件とする。 

（削る）  ⑼ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

   注 単位数表１訪問介護費ヌ介護職員等ベース

アップ等支援加算注に規定する別に厚生労働

大臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施し

ているものとして市長に届け出た介護予防訪

問介護サービス事業所が、利用者に対し、介

護予防訪問介護サービスを行った場合は、⑴

から⑹までにより算定した単位数の１０００

分の２４に相当する単位数を所定単位数に加

算する。なお、当該加算は、支給限度額管理

の対象外の算定項目とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 ⑴～⑵ ［略］  ⑴～⑵ ［略］ 

 ⑶ 介護職員等処遇改善加算  ⑶ 介護職員処遇改善加算 

  注１ 単位数表１訪問介護費チ介護職員等処遇

改善加算注１に規定する別に厚生労働大臣

が定める基準を準用し、当該基準に適合す

る介護職員等の賃金の改善等を実施してい

るものとして、市長に届け出た家事支援型

訪問サービス事業所が、利用者に対し、家

事支援型訪問サービスを行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単

  注 単位数表１訪問介護費チ介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た家事支援型訪問サービス事

業所が、利用者に対し、家事支援型訪問サー

ビスを行った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、令和６年５月３１日までの間、次に



 

位数を所定単位数に加算する。ただし、次

に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。なお、当該加算は、支給限度

額管理の対象外の算定項目とする。 

掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算

は算定しない。なお、当該加算は、支給限度

額管理の対象外の算定項目とする。 

   ア 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） ⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の２４５に相当する単位数 

   ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ⑴の単位

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００

０分の１３７に相当する単位数 

   イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） ⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の２２４に相当する単位数 

   イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ⑴の単位

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００

０分の１００に相当する単位数 

   ウ 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） ⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の１８２に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ⑴の単位

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００

０分の５５に相当する単位数 

   エ 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） ⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の１４５に相当する単位数 

 

  注２ 令和７年３月３１日までの間、単位数表

１訪問介護費チ介護職員等処遇改善加算注

２に規定する別に厚生労働大臣が定める基

準を準用し、当該基準に適合する介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとし

て、市長に届け出た家事支援型訪問サービ

ス事業所（注１の加算を算定しているもの

を除く。）が、利用者に対し、家事支援型

訪問サービスを行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所

定単位数に加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合におい

ては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。なお、当該加算は、支給限度額管理の

対象外の算定項目とする。 

（新設） 

   ア 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の２２１に相当する単位数 

 

   イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の２０８に相当する単位数 

 

   ウ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の２００に相当する単位数 

 

   エ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の１８７に相当する単位数 

 

   オ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の１８４に相当する単位数 

 

   カ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の１６３に相当する単位数 

 

   キ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

 



 

の１０００分の１６３に相当する単位数 

   ク 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の１５８に相当する単位数 

 

   ケ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の１４２に相当する単位数 

 

   コ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の１３９に相当する単位数 

 

   サ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の１２１に相当する単位数 

 

   シ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の１１８に相当する単位数 

 

   ス 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の１００に相当する単位数 

 

   セ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の７６に相当する単位数 

 

（削除）  ⑷ 介護職員等特定処遇改善加算 

   注１ 単位数表１訪問介護費リ介護職員等特定

処遇改善加算注に規定する別に厚生労働大

臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして市長に届け出た家事支

援型訪問サービス事業所が、利用者に対

し、家事支援型訪問サービスを行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。なお、当該加算は、支

給限度額管理の対象外の算定項目とする。 

    ア 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） ⑴

の単位数に利用回数を乗じて得た単位数の

１０００分の６３に相当する単位数 

    イ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） ⑴

の単位数に利用回数を乗じて得た単位数の

１０００分の４２に相当する単位数 

   注２ 算定にあたっては、介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定

していることを要件とする。また、アの算

定に当たっては、対象事業所が、併設の指

定訪問介護事業所において特定事業所加算

（Ⅰ）または（Ⅱ）を算定していることを

要件とする。 

（削除）  ⑸ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

   注 単位数表１訪問介護費ヌ介護職員等ベース

アップ等支援加算注に規定する別に厚生労働



 

大臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施し

ているものとして市長に届け出た家事支援型

訪問サービス事業所が、利用者に対し、家事

支援型訪問サービスを行った場合は、⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１００

０分の２４に相当する単位数を所定単位数に

加算する。なお、当該加算は、支給限度額管

理の対象外の算定項目とする。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

 ⑴～⑾ ［略］  ⑴～⑾ ［略］ 

 ⑿ 介護職員等処遇改善加算  ⑿ 介護職員処遇改善加算 

  注１ 単位数表６通所介護費ホ介護職員等処遇

改善加算注１に規定する別に厚生労働大臣

が定める基準を準用し、当該基準に適合す

る介護職員等の賃金の改善等を実施してい

るものとして、市長に届け出た介護予防通

所介護サービス事業所が、利用者に対し、

介護予防通所介護サービスを行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。なお、当該加算は、支

給限度額管理の対象外の算定項目とする。 

  注 単位数表６通所介護費ホ介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た介護予防通所介護サービス

事業所が、利用者に対し、介護予防通所介護

サービスを行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、令和６年５月３１日までの間、

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。なお、当該加算は、支給

限度額管理の対象外の算定項目とする。 

   ア 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） ⑴から

⑾までにより算定した単位数の１０００分

の９２に相当する単位数 

   ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ⑴から⑾

までにより算定した単位数の１０００分の

５９に相当する単位数 

   イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） ⑴から

⑾までにより算定した単位数の１０００分

の９０に相当する単位数 

   イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ⑴から⑾

までにより算定した単位数の１０００分の

４３に相当する単位数 

   ウ 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） ⑴から

⑾までにより算定した単位数の１０００分

の８０に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ⑴から⑾

までにより算定した単位数の１０００分の

２３に相当する単位数 

   エ 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） ⑴から

⑾までにより算定した単位数の１０００分

の６４に相当する単位数 

 

  注２ 令和７年３月３１日までの間、単位数表

６通所介護費ホ介護職員等処遇改善加算注

２に規定する別に厚生労働大臣が定める基

準を準用し、当該基準に適合する介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとし

て、市長に届け出た介護予防通所介護サー

ビス事業所（注１の加算を算定しているも

のを除く。）が、利用者に対し、介護予防

通所介護サービスを行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲

げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。なお、当該加算は、支給限度額管

理の対象外の算定項目とする。 

（新設） 



 

   ア 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の８１に相当する単位数 

 

   イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の７６に相当する単位数 

 

   ウ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の７９に相当する単位数 

 

   エ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の７４に相当する単位数 

 

   オ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の６５に相当する単位数 

 

   カ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の６３に相当する単位数 

 

   キ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の５６に相当する単位数 

 

   ク 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の６９に相当する単位数 

 

   ケ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の５４に相当する単位数 

 

   コ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の４５に相当する単位数 

 

   サ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の５３に相当する単位数 

 

   シ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の４３に相当する単位数 

 

   ス 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の４４に相当する単位数 

 

   セ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４） 

⑴から⑾までにより算定した単位数の１０

００分の３３に相当する単位数 

 

（削る）  ⒀ 介護職員等特定処遇改善加算 

   注１ 単位数表６通所介護費へ介護職員等特定

処遇改善加算注に規定する別に厚生労働大

臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして市長に届け出た介護予

防通所介護サービス事業所が、利用者に対

し、介護予防通所介護サービスを行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。た



 

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。なお、当該加算は、

支給限度額管理の対象外の算定項目とす

る。 

    ア 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） ⑴

から⑾までにより算定した単位数の１００

０分の１２に相当する単位数 

    イ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） ⑴

から⑾までにより算定した単位数の１００

０分の１０に相当する単位数 

   注２ 算定にあたっては、介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定

していることを要件とする。また、アの算

定に当たっては、サービス提供体制強化加

算（Ⅰ）または（Ⅱ）を算定していること

を要件とする。 

（削る）  ⒁ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

   注 単位数表６通所介護費ト介護職員等ベース

アップ等支援加算注に規定する別に厚生労働

大臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施し

ているものとして市長に届け出た介護予防通

所介護サービス事業所が、利用者に対し、介

護予防通所介護サービスを行った場合は、⑴

から⑾までにより算定した単位数の１０００

分の１１に相当する単位数を所定単位数に加

算する。なお、当該加算は、支給限度額管理

の対象外の算定項目とする。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 

 ⑵ 介護職員等処遇改善加算  ⑵ 介護職員処遇改善加算 

  注１ 単位数表６通所介護費ホ介護職員等処遇

改善加算注１に規定する別に厚生労働大臣

が定める基準を準用し、当該基準に適合す

る介護職員等の賃金の改善等を実施してい

るものとして、市長に届け出た交流型通所

サービス事業所が、利用者に対し、交流型

通所サービスを行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所

定単位数に加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合におい

ては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。なお、当該加算は、支給限度額管理の

対象外の算定項目とする。 

  注 単位数表６通所介護費ホ介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た交流型通所サービス事業所

が、利用者に対し、交流型通所サービスを

行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年５月３１日までの間、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。なお、当該加算は、支給限度額管

理の対象外の算定項目とする。 

   ア 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） ⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の９２に相当する単位数 

   ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ⑴の単位

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００

０分の５９に相当する単位数 

   イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） ⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の９０に相当する単位数 

   イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ⑴の単位

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００

０分の４３に相当する単位数 

   ウ 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） ⑴の単    ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ⑴の単位



 

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の８０に相当する単位数 

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００

０分の２３に相当する単位数 

   エ 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） ⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の６４に相当する単位数 

 

  注２ 令和７年３月３１日までの間、単位数表

６通所介護費ホ介護職員等処遇改善加算注

２に規定する別に厚生労働大臣が定める基

準を準用し、当該基準に適合する介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとし

て、市長に届け出た交流型通所サービス事

業所（注１の加算を算定しているものを除

く。）が、利用者に対し、交流型通所サー

ビスを行った場合は、当該基準に掲げる区

分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数

に加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては、次

に掲げるその他の加算は算定しない。な

お、当該加算は、支給限度額管理の対象外

の算定項目とする。 

 

   ア 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の８１に相当する単位数 

 

   イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の７６に相当する単位数 

 

   ウ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の７９に相当する単位数 

 

   エ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の７４に相当する単位数 

 

   オ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の６５に相当する単位数 

 

   カ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の６３に相当する単位数 

 

   キ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の５６に相当する単位数 

 

   ク 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の６９に相当する単位数 

 

   ケ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の５４に相当する単位数 

 

   コ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の４５に相当する単位数 

 

   サ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

 



 

数の１０００分の５３に相当する単位数 

   シ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の４３に相当する単位数 

 

   ス 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の４４に相当する単位数 

 

   セ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の３３に相当する単位数 

 

（削る）  ⑶ 介護職員等特定処遇改善加算 

   注１ 単位数表６通所介護費へ介護職員等特定

処遇改善加算注に規定する別に厚生労働大

臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして市長に届け出た交流型

通所サービス事業所が、利用者に対し、交

流型通所サービスを行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲

げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。なお、当該加算は、支給限度額管

理の対象外の算定項目とする。 

    ア 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） ⑴

の単位数に利用回数を乗じて得た単位数の

１０００分の１２に相当する単位数 

    イ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） ⑴

の単位数に利用回数を乗じて得た単位数の

１０００分の１０に相当する単位数 

   注２ 算定にあたっては、介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定

していることを要件とする。また、アの算

定に当たっては、対象事業所が、併設の指

定通所介護事業所又は、地域密着型通所介

護事業所においてサービス提供体制強化加

算（Ⅰ）または（Ⅱ）を算定していること

を要件とする。 

（削る）  ⑷ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

   注 単位数表６通所介護費ト介護職員等ベース

アップ等支援加算注に規定する別に厚生労働

大臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施し

ているものとして市長に届け出た交流型通所

サービス事業所が、利用者に対し、交流型通

所サービスを行った場合は、⑴の単位数に利

用回数を乗じて得た単位数の１０００分の１

１に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。なお、当該加算は、支給限度額管理の対

象外の算定項目とする。 

５ ［略］ ５ ［略］ 

 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 



 

 ⑵ 介護職員等処遇改善加算  ⑵ 介護職員処遇改善加算 

  注１ 単位数表６通所介護費ホ介護職員等処遇

改善加算注１に規定する別に厚生労働大臣

が定める基準を準用し、当該基準に適合す

る介護職員等の賃金の改善等を実施してい

るものとして、市長に届け出た運動型通所

サービス事業所が、利用者に対し、運動型

通所サービスを行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所

定単位数に加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合におい

ては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。なお、当該加算は、支給限度額管理の

対象外の算定項目とする。 

  注 単位数表６通所介護費ホ介護職員処遇改善

加算注に規定する別に厚生労働大臣が定める

基準を準用し、当該基準に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た運動型通所サービス事業所

が、利用者に対し、運動型通所サービスを

行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年５月３１日までの間、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。なお、当該加算は、支給限度額管

理の対象外の算定項目とする。 

   ア 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） ⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の９２に相当する単位数 

   ア 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ⑴の単位

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００

０分の５９に相当する単位数 

   イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） ⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の９０に相当する単位数 

   イ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ⑴の単位

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００

０分の４３に相当する単位数 

   ウ 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） ⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の８０に相当する単位数 

   ウ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ⑴の単位

数に利用回数を乗じて得た単位数の１００

０分の２３に相当する単位数 

   エ 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） ⑴の単

位数に利用回数を乗じて得た単位数の１０

００分の６４に相当する単位数 

 

  注２ 令和７年３月３１日までの間、単位数表

６通所介護費ホ介護職員等処遇改善加算注

２に規定する別に厚生労働大臣が定める基

準を準用し、当該基準に適合する介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとし

て、市長に届け出た運動型通所サービス事

業所（注１の加算を算定しているものを除

く。）が、利用者に対し、運動型通所サー

ビスを行った場合は、当該基準に掲げる区

分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数

に加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては、次

に掲げるその他の加算は算定しない。な

お、当該加算は、支給限度額管理の対象外

の算定項目とする。 

 

   ア 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の８１に相当する単位数 

 

   イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の７６に相当する単位数 

 

   ウ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の７９に相当する単位数 

 

   エ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

 



 

の１０００分の７４に相当する単位数 

   オ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の６５に相当する単位数 

 

   カ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の６３に相当する単位数 

 

   キ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の５６に相当する単位数 

 

   ク 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の６９に相当する単位数 

 

   ケ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の５４に相当する単位数 

 

   コ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の４５に相当する単位数 

 

   サ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

数の１０００分の５３に相当する単位数 

 

   シ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の４３に相当する単位数 

 

   ス 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の４４に相当する単位数 

 

   セ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４） 

⑴の単位数に利用回数を乗じて得た単位数

の１０００分の３３に相当する単位数 

 

（削る）  ⑶ 介護職員等特定処遇改善加算 

   注１ 単位数表６通所介護費へ介護職員等特定

処遇改善加算注に規定する別に厚生労働大

臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして市長に届け出た運動型

通所サービス事業所が、利用者に対し、運

動型通所サービスを行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲

げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。なお、当該加算は、支給限度額管

理の対象外の算定項目とする。 

    ア 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） ⑴

の単位数に利用回数を乗じて得た単位数の

１０００分の１２に相当する単位数 

    イ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） ⑴

の単位数に利用回数を乗じて得た単位数の

１０００分の１０に相当する単位数 

   注２ 算定にあたっては、介護職員処遇改善加



 

算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定

していることを要件とする。また、アの算

定に当たっては、対象事業所が、併設の指

定通所介護事業所又は、地域密着型通所介

護事業所においてサービス提供体制強化加

算（Ⅰ）または（Ⅱ）を算定していること

を要件とする。 

（削る）  ⑷ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

   注 単位数表６通所介護費ト介護職員等ベース

アップ等支援加算注に規定する別に厚生労働

大臣が定める基準を準用し、当該基準に適合

している介護職員等の賃金の改善等を実施し

ているものとして市長に届け出た運動型通所

サービス事業所が、利用者に対し、運動型通

所サービスを行った場合は、⑴の単位数に利

用回数を乗じて得た単位数の１０００分の１

１に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。なお、当該加算は、支給限度額管理の対

象外の算定項目とする。 

６ ［略］ ６ ［略］ 

 ⑴～⑵ ［略］  ⑴～⑵ ［略］ 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年６月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この告示による改正後のさいたま市第１号事業に要する費用の額の算定に関する

基準の規定は、この告示の施行の日以後の居宅要支援被保険者等が受けた第１号事

業費の支給について適用し、同日前の居宅要支援被保険者等が受けた第１号事業費

の支給については、なお従前の例による。 


